
[経済局] ５ 款　１ 項　 ４目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 　中小企業融資事業 43,542,865 386,146 73,920,332 318,348 △ 30,377,467 67,798 〇

2 　中小企業経営安定事業 3,570 3,570 3,570 3,570 0 0

3 　産業活性化資金融資事業 80,000 0 159,000 0 △ 79,000 0

－ 　資本性借入金促進事業 0 0 59 59 △ 59 △ 59

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 43,626,435 389,716 74,082,961 321,977 △ 30,456,526 67,739

事　業　計　画　書　目　次

計画
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令和７年度 令和６年度 増△減（７－６）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

中小企業融資事業

5 20 1

事業名称

歳出予算科目

        43,542,865令和7年度         43,156,719                  0            386,146                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

        73,920,332

        ▲30,377,467

           264,980

           ▲264,980                   0

                 0

                   0

           318,348

              67,798

       147,611,454         72,089,584

        71,058,004

        43,529,614         43,517,614         43,504,614

                 0

           485,666

       147,688,448

           713,223

           461,369

           325,224

           372,895            360,895            347,895

        73,337,004

        ▲30,180,285

　信用保証制度の活用により、横浜市信用保証協会及び取扱金融機関と連携して、中小・小規模企業、個人事業主を対象とした融資制
度を実施します。具体的には、中小企業者の借入時の負担軽減を図るため、一部の融資について、取扱金融機関への預託による金利優
遇や、信用保証料の助成、利子補給を行います。これにより、中小企業者の事業資金調達の円滑化、事業継続及び経営の安定化を図り

事業概要
（アクティビティ）

ます。また、横浜市信用保証協会に対し、代位弁済時の損失補填を行うことで、積極的な信用保証を促進します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

       140,000        140,000        140,000            140,000        140,000        140,000        140,000
融資金額

実績         92,541        104,847百万円

         ▲8.6         ▲8.6         ▲8.6             ▲8.6         ▲8.7         ▲8.7         ▲8.7

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

資金繰りＢＳＩ（横
浜市景況・経営動向
調査　全産業・中小

         ▲8.3        ▲10.9実績ポイン
企業　各年度平均）

ト

　市内企業の99.6％を占める中小企業者の持続的・安定的な事業実施と発展を支援することを目的として、中小企業者が運転資金や設
備資金を円滑に調達できるよう、横浜市信用保証協会及び取扱金融機関と連携し、信用保証制度を活用した「横浜市中小企業融資制度
」を実施します。また、当該融資制度の一部について、信用保証料や利子を助成・補給することで、中小企業者の借入時の負担を軽減
し、資金繰りを支援します。事業目的

　市内企業の景況感を表す令和６年７-９月期の自社業況ＢＳＩ（全産業・中小企業）は▲16.7と、令和２年度以降上昇傾向にありま
すが、為替相場の不安定さや金利上昇局面による資金調達コストの増加等、中小企業を取り巻く環境は、依然として先行き不透明な状
況が続いています。また、原材料高騰等の経済情勢の影響を受け、返済不能に陥る借入事業者が増加し、信用保証協会による代位弁済
も増加の一途をたどっています。
　一方で、コロナ禍で抑制されていた設備投資の増加や、脱炭素化等の急速な社会情勢の変化への対応等による新たな資金需要も見込
まれます。また、国を挙げての創業・スタートアップ支援のための金融制度改革が進められています。

背景・課題

中小企業信用保険法、信用保証協会法、横浜市中小企業融資制度要綱、横浜市補助金等の交付に関する規則、横浜市中小企業融資制度根拠法令・方針決裁等
保証料助成事務取扱要領、横浜市代位弁済補填金交付要綱、横浜市代位弁済補助金交付要綱、横浜市中小企業災害対策特別資金利子補
給補助金交付要綱

・自社業況BSI（全産業・中小企業）：（R元年７-９月期）▲17.8、（R２年７－９月期）▲62.9、（R３年７－９月期）▲30.5、（R４
年７－９月期）▲26.2、（Ｒ５年７－９月期）▲15.5、（R６年７－９月期）▲16.7【第110、114、118、122、126、130回横浜市景況
・経営動向調査】
・国や自治体で実施した各種支援施策の利用（全産業・中小企業）について、上位３つ：「制度融資や利子補給など資金繰りに関する
支援」（50.9％）、「設備投資等の補助金」（33.9％）、「セミナーなど横浜市からの情報提供」（23.0％）【第129回横浜市景況・
経営動向調査】（最新調査結果）

根拠・データ等

昭和29年度　中小企業制度融資事業開始
昭和53年度　信用保証料助成等事業開始
昭和59年度　信用保証促進事業開始
令和元年度　中小企業災害対策特別資金利子補給事業開始

事業スケジュール

昭和29年度事業開始年度

1
6年度7年度

中小企業制度融資事業

細事業(事業内訳）

1         42,872,000         73,054,000         ▲30,182,000 過年度融資実績に基づく追加預託額の減

信用保証料助成事業
2            462,579            393,212               69,367 融資制度の新設等による増

信用保証促進事業
3            140,610            123,224               17,386 代位弁済の増による補填見込み額の増

中小企業災害対策特別資金利子補給事業
4             62,251             79,491             ▲17,240 融資残高の減による利子補給額の減

1金融課経済局

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 4年度

金融事務費

細事業(事業内訳）
5              5,425              5,425                    0

新型コロナウイルス感染症対応資金利子補給補助金
6                  0            264,980            ▲264,980 令和６年度で事業終了事業

        43,542,865         73,920,332         ▲30,377,467

近藤 陽介 南野 ショナー 根本 可奈子



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

中小企業経営安定事業

5 20 1

事業名称

歳出予算科目

             3,570令和7年度                  0                  0              3,570                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

             3,570

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             3,570

                   0

            16,815              3,570

             2,930

             3,570              3,570              3,570

                 0

            16,815

             5,860

             5,860

             3,570

             2,930

             3,570              3,570              3,570

                 0

                   0

　経済環境の急激な変化等により経営に支障をきたしている中小企業者に対し、中小企業信用保険法に基づき、セーフティネット保証
の認定を実施します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

             -              -              -                  -              -              -              -証認定件数
セーフティネット保

実績          3,289          2,984件

             -             -             -                 -             -             -             -

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

セーフティネット保
証を利用した融資金
額（横浜市信用保証

    48,984,228    40,861,417実績千円
協会保証承諾分）

　セーフティネット保証の認定業務は、中小企業信用保険法の規定によって市町村長が行う事務とされています。
　セーフティネット保証等の認定にあたり、申請者の利便性の向上や感染リスクの低減を図るため、令和２年度にセーフティネット保
証４号及び危機関連保証、令和３年度にセーフティネット保証５号のWeb認定申請を導入しました。

事業目的

　原材料・エネルギーの高騰等の影響により、市内中小企業を取り巻く経営環境は不安定な状況が続いています。経済環境の急激な変
化等により経営に支障をきたしている中小企業者に対し、中小企業信用保険法に基づき、セーフティネット保証の認定を実施します。
　また、来庁せず24時間申請可能など、申請者の利便性向上のため、web認定申請を引き続き実施します。

背景・課題

中小企業信用保険法根拠法令・方針決裁等

・自社業況BSI（全産業・中小企業）：（R元年７-９月期）▲17.8、（R２年７－９月期）▲62.9、（R３年７－９月期）▲30.5、（R４
年７－９月期）▲26.2、（Ｒ５年７－９月期）▲15.5、（Ｒ６年７－９月期）▲16.7【第110、114、118、122、126、130回横浜市景況
・経営動向調査】

根拠・データ等

平成16年度　事業開始（中小企業指導センターの廃止）
平成17年度　経営金融課相談認定係を横浜メディア・ビジネスセンターに設置
令和２年度　横浜市中小企業支援センター(公益財団法人横浜企業経営支援財団)とともに、
　　　　　　横浜情報文化センターへ移転
令和４年度　経営診断事業等を公益財団法人横浜企業経営支援財団の事業に統合
　　　　　　機構改革により金融係・相談認定係を統合、セーフティネット認定窓口を市庁舎へ移転

事業スケジュール

平成16年度事業開始年度

1
6年度7年度

中小企業経営安定事業
細事業(事業内訳） 1              3,570              3,570                    0

             3,570              3,570                    0

3金融課経済局

一般会計

近藤 陽介 能美 睦 杉野 剛正



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和7年度

令和 4年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 4

産業活性化資金融資事業

5 20 1

事業名称

歳出予算科目

            80,000令和7年度             80,000                  0                  0                 0                  0

令和6年度

令和5年度令和4年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

           159,000

            ▲79,000

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

                 0

                   0

           388,000            257,000

           255,000

            13,000                  0                  0

                 0

                 0

           367,000

                 0

                 0

                 0

                 0                  0                  0

           159,000

            ▲79,000

　横浜経済の持続的な発展を目的に、中小・中堅企業の高度化のための施設整備や、市が定める重点産業支援、企業誘致推進に伴うイ
ンフラ整備などに対する政策的融資の既存分の融資残高に応じた預託額を、実施主体の公益財団法人横浜企業経営支援財団を通して、
取扱金融機関に預託します。

事業概要
（アクティビティ）

　なお、事業見直しにより、平成23年度に新規貸付を廃止しました。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

       388,000        257,000        159,000             80,000         13,000              0              0
預託額

実績        367,000        255,000千円

             0             0             0            84,990       293,050       527,300             -

10年度9年度8年度7年度6年度5年度4年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

融資残高

       527,300       825,100実績千円

　過年度に行われた融資の残高に応じた預託額を、実施主体の公益財団法人横浜企業経営支援財団を通して、取扱金融機関に預託しま
す。公益性の高いプロジェクト等に対し、政策的な金融支援が行われることにより、本市産業政策の推進と地域経済の発展につながる
ことが期待されます。

事業目的

事業見直しにより、平成23年度に新規貸付を廃止しました。

背景・課題

横浜市産業活性化資金融資事業実施要綱根拠法令・方針決裁等

＜年度末時点融資残高の推移＞（単位：百万円）
　R４年度：825　R５年度：527　R６年度（見込）：293　R７年度（見込）：84

根拠・データ等

平成２年度　事業開始　
平成23年度　新規貸付の廃止

事業スケジュール

平成2年度事業開始年度

1
6年度7年度

産業活性化資金融資事業
細事業(事業内訳） 1             80,000            159,000             ▲79,000 融資残高の減

            80,000            159,000             ▲79,000

4金融課経済局

一般会計

近藤 陽介 南野 ショナー 竹田 沙弥
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